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シリア危機をはじめ、この10年でますます混迷を極めた中東情勢。しかし、この地域では、湾岸諸国を筆頭とする
国々が、開発援助のドナー国としての存在感を高めている。ここでは、中東地域の主なドナー国の活動と、イスラ
ム諸国が加盟する国際機関の活動を紹介する。

サウジアラビアの二国間援助は、ODA実施機関のサウジ開発基
金（SFD）と、人道支援を実施する「サルマン国王人道支援セン
ター」の２つの機関がある。2005～14年における援助のうち、
78％は無償資金協力と人道・開発援助が占め、12％が譲許的
借款、５％が国際機関や慈善団体への拠出、残り５％は他機関
との協調となっている。また、14年のODA総額は前年比230％
増の145億ドルとなり、世界第４位（日本は６位）。GNI比では1.9
％と世界トップ。イスラム開発銀行の最大拠出国でもある。

【サウジアラビア】

1971年に７つの首長国により発足したアラ
ブ首長国連邦（UAE）は、同年、開発途上
国への資金貸し付けと補助金供与などを目
的とした「アブダビ開発基金」を設立。2013
年には経済協力開発機構（OECD）開発援
助委員会（DAC）の参加国となった。主な支
援として、中東・北アフリカ諸国への経済イ
ンフラ（エネルギーと交通）、人道援助などを
展開。交付金の形での二国間援助を実施
している。16年には同国外務省などが策定
した新たな開発協力戦略（17～21年）の下、
開発援助を強化していく方針だ。

【UAE】

1992年に国際協力調整庁（TIKA）
を設立し、本格的に第三国への開発
援助に乗り出した。当初は、文化的
に近い、中央アジアやコーカサス諸
国への援助の色合いが濃かったが、
現在は中東諸国やアフリカ地域、バ
ルカン半島諸国などへの援助も強
化。また、ODAとは別枠で、シリア難
民の支援など、人道・難民支援にも
力を入れている。日本とは、12年に
国際協力機構（JICA）と業務提携の
覚書を結び、パートナーシップの強化
を進めている。

【トルコ】

出典：実績の数字は経済協力開発機構（OECD）統計から引用。１億ドル未満切り捨て 出典：イスラム協力機構（OIC）のホームページなどから本誌作成 出典：アラブ経済開発基金のホームページなどから本誌作成

クウェートは1961年、開発途上国への融資と技術協力を
進める「アラブ経済開発クウェート基金（KFAED）」を設立。
中東地域の他諸国に先駆けて開発援助の世界に参入し
た。KFAEDは、財政的に政府から独立し、首相が任命した
役員会が援助方針を決める。莫大なオイルマネーを生かし
て、多角的な二国間協力を展開。中東・北アフリカ諸国を
中心に経済インフラ整備を進めているほか、ソーシャルサー
ビスや教育面での支援にも力を入れている。また、KFAED
は、アラブ・コーディネーション・グループの構成員としても存
在感を発揮している。

【クウェート】主なイスラム・ドナーの経済協力実績（2015年） ［単位：米ドル］
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イスラム協力機構
設 立 年／1971年

本　　部／サウジアラビア・ジッダ

加 盟 国／世界57カ国（オブザーバー５カ国・７組織）　

目　　的／イスラム諸国の連帯強化やイスラム教徒の独立運

動支援。

沿　　革／1969年にエルサレムで発生したイスラム教の聖地・

アル・アクサ・モスク襲撃事件を受けて、イスラエルか

らエルサレム奪還を掲げて71年に「イスラム諸国会

議機構」として創設。2011年に現在の名称に改め

た。中東、アジア、アフリカなどのイスラム諸国の大

部分が加盟している。

組　　織／最高意思決定機関である首脳級会議が３年に１度

開催されるほか、外務大臣級会合が毎年開かれる。

さらに、エルサレム問題を中心に取り扱う「アル・カ

ッズ委員会」（アル・カッズとはアラビア語でエルサ

レムのこと）や３つの常設委員会のほか、大学や調

査研究機関を含む６つの補助機関や、産業や科学

技術、金融などの専門分野に関する18の付属機関、

イスラム開発銀行やイスラム教育・科学・文化機構

など６つの専門機関を有する。

主な活動／イスラム諸国に関する幅広い政治問題について協

議し、連帯を図る。2011年のリビア内戦では、カダフ

ィー政権をけん制したほか、シリア内戦では、アサド政

権の同機構の参加資格を停止した。また、経済分野

では、アフリカ諸国の格差是正やイスラム金融を用

いた開発援助などを実施しているほか、イスラム文

化の振興などにも力を入れている。

マレーシア・クアラルンプールのイスラム銀行の店舗で窓口業務に従事する女
性。同国では、イスラム金融が金融市場の２割を占める

アラブ・コーディネーション・グループ
設 立 年／1975年

本　　部／クウェート（アラブ経済社会開発基金に事務局）

／各国政府の開発機関（アラブ経済開発クウェート基

金、サウジ開発基金、アブダビ開発基金、カタール開

発基金）

多国間開発機関（アラブ経済社会開発基金、イス

ラム開発銀行、石油輸出国機構（OPEC）国際開

発基金、アフリカ経済開発アラブ銀行、国連開発機

関アラブ湾岸プログラム、アラブ通貨基金）

目　　的／アラブ諸国による二国間・多国間開発機関の援助

協調の促進、および加盟国・機関のリソースの最適

な活用に関する助言など。

主な活動／同グループの最初の会合は1975年９月20日、アラ

ブ経済開発クウェート基金の招待を受けて、アブダ

ビ開発基金とアラブ経済社会開発基金、サウジ開

発基金が出席して開かれた。以来、各機関のオペレ

ーション・ディレクターレベルの会合や、トップレベル

の会合などを実施。会合では、政策、業務、資金調

達に関する情報を共有することに加え、特定の国の

状況や特別なプロジェクトの見直し、および同グルー

プと他の地域・国際金融機関との関係について調

査している。

また、調整機能を強化し、開発介入の有効性を高め

るため、定期的に受益国と協議会を開き、開発計画

について協議している。多くの場合、これらの会議は、

各国の国家計画において優先プロジェクトとして予

算が割り当てられている。

サウジアラビア労働・社会発展省のアリー・ビン・ナーセル・ガフィース大臣（左）
と握手を交わす国際協力機構（JICA）の越川和彦・副理事長（右端は奥田紀
宏大使）（=JICA提供）

加盟機関



国益とODA

　最近、日本のインフラ輸出が議
論される時に、国際協力機構
（JICA）など政府開発援助（ODA）
関係者の間では「スペックイン」
という言葉が一種の流行語のよう
になっている。それを端的に言う
と、日本が援助する時、その開発
プロジェクトの中に日本独自の開
発方式やシステム、さらに技術な
どをビルトイン（仕込む）するこ
とを指している。
　そうすると、日本が援助する円
借款プロジェクトなどの国際入札
を有利に進めることができるから
である。こうしたケースは、特に
大型の円借款プロジェクトに当て
はまる。
　円借款協力の歴史をたどると、
戦後の輸出振興時代においてタイ
ド（ヒモ付き）援助として利用さ
れたものの、そのうち国際的な圧
力でアンタイド化（ヒモ付き撤
廃）を強要された。
　しかし、今では中国など中進国
の台頭で既存の援助に関する考え

方や援助システムが狂い始め、か
つての円借款アンタイド論も声を
細めている。言うなれば、先進国
では国益第一主義的な傾向が深ま
り、今の日本のODAもインフラ
輸出という国益の中に取り込まれ
ていると言っても過言ではない。
　現在、モノ、ヒトの大量輸送手
段として脚光を浴びている鉄道建
設は徐々に大型化し、特にアジア
での鉄道建設は欧州連合（EU）、
日本、中国などの国益をかけた闘
いになっている。日本もトップ外
交で鉄道の売り込みに余念がない。
鉄道プロジェクトは金額も張るの
で、安倍晋三内閣の推進するイン
フラ輸出を強力に押し上げる効果
を持っている。
　まずはインドでのトップ外交が
効果を発揮して、ムンバイ～アー
メダバード間の新幹線方式鉄道を
１～２兆円級の円借款方式で受注
し、日本の信用を賭けた大事業に
発展している。先に述べた「スペ
ックイン」に沿って大きく言えば、
日本の新幹線方式をインド鉄道界
にスペックインしたと言っても過

言ではない。

円借款戦略

　日本でスペックインといえば、
今やわが国ODAの大黒柱になっ
ている円借款によるインフラ建設
協力が狙い目となろう。円借款は
大型のインフラ部門建設をカバー
しているからである。しかし、そ
の範囲は、先に述べた鉄道のみな
らず、大型の都市再開発、新しい
総合的都市づくり、いろいろな種
類の電力開発、ハイウェー建設、
港湾開発など幅広い。
　日本としては、インフラづくり
に円借款協力する時は、日本のイ
ンフラ輸出につながるように、そ
のプロジェクトそのもの、その前
の総合的な開発計画に日本のシス
テム、ノウハウ、技術がスペック
インされ、国際入札で日本が有利
になるような仕組みづくりが政府
から要請されている。そのために
は、計画段階から日本の優位技術
やノウハウの導入を図るべく、そ
の対応が求められ、JICA内にそ
うしたことを狙いとする新しい部

門が新設されている。
　これまで、新しいインフラ案件
づくりは開発途上国との通商に強
い商社、あるいはODA開発調査
を通して開発途上国政府と太い人
的パイプをもつ開発コンサルタン
トがそうした役割を負ってきた。
ところが、国際社会はもとより日
本社会でも開発途上国の汚職撲滅
のために企業のコンプライアンス
を求める流れが強まり、商社や開
発コンサルタントのインフラ案件
づくりの役割が消失していった。
　そこで、日本政府はJICA自ら
インフラの初期計画段階に介入で
きるインフラ仕込みのための調査、
計画部門を設けるよう要請し、今、
その実行段階に移っている。そう
した大変動の中で、JICAスタッ
フは流行語のようにスペックイン
を口にするようになった。中には
不本意ながら、スペックインに賛
成する人もいるかもしれない。
　しかし、よく考えてみると、援
助案件の中に日本の得意とする優
れた技術、ノウハウを反映させる
のは、“日本の援助”として当然
と言えば当然である。このところ、
全国レベルで脚光を浴びている
JICAの中小企業海外展開支援も、
日本の優れた技術商品の開発途上
国への普及（輸出）という意味で
評価が高い。

人脈づくりの要諦

　一般的に国際入札でスペックイ
ンと言えば公正さを欠いているよ
うに受け取られがちであるが、日
本の円借款計画やプロジェクトに
日本の技術、ノウハウをスペック

インすることは国益として当然の
行為であろう。ただ問題は、相手
国が日本のスペックインをどこま
で認めるかどうかにかかっている。
　要するに、日本の優れた技術、
ノウハウの存在を、どうしたら多
くのインフラを国際発注する開発
途上国側に、事前に移転・伝達で
きるかどうか、そのノウハウが求
められている。その方法はいろい
ろ考えられるが、今、確実に言え
ることは、教育、訓練を通して伝
達することであろう。そのために
は、日本独自の技術協力を、相手
を巻き込みながら戦略に展開する
ことであろう。
　たとえば、マスタープラン（総
合開発計画）づくり協力でも、日
本人が一方的に計画立案するので
なく、相手政府の計画立案官僚を
巻き込んで、それら人材の育成も
兼ねて、一緒にマスタープランを
創造するという共同作業方式を採
用すべきでなかろうか。その共同
作業の中で、日本の優れた技術、
ノウハウを確実に相手にビルトイ
ンすることができる。
　他では、新しい技術研修を計画

することも一考であろう。たとえ
ば現在、開発途上国のあちこちで
交通体系の新しい構築を目指して、
大量輸送の鉄道部門が脚光を浴び
ている。これは、筆者の経験であ
るが、かつて（1980年代）、私
鉄（関東）の用済みの鉄道専門学
校をそのまま開発途上国援助案件
にしてはどうかという話が持ち上
がったことがあった。その鉄道専
門学校には、日本の鉄道技術やノ
ウハウが詰まっていた。また、日
本的鉄道経営のノウハウも含まれ
ていた。しかし、残念ながら当時
の政府は問題にもしなかった。
　もしあの時、インドシネアやイ
ンドに日本式の鉄道専門学校が移
転されていたならば、日本の技術、
鉄道運行ノウハウを体得したイン
ドネシア人やインド人が多数存在
して、日本の鉄道案件輸出を有利
に導いてくれたかもしれない。
　「その国の教育を受けた人がそ
の国の存在感を高めてくれる」と
いう言葉があるが、日本の円借款
協力も援助の原点に戻って、日本
的人材育成、人づくりを重視すべ
き時代を迎えていると言える。
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インフラ輸出と円借款協力
「スペックイン」をめぐる論点



イスラム・パートナー～新たな連携の可能性を探る高まる関心1

ム金融などで先行した取り組みを
行っており、日本との協力が検討
されている。他方、サウジアラビ
アは、今年の国王の来日に伴い、
JICAとの間で新たな協力関係が
構築されている。トルコも、同国
の国際協力調整庁（TIKA）が
JICAと業務協力協定を締結し、
関係を強めている。
　さらに、中東地域に詳しい識者
や、連携協力を進めようとしてい
るJICAにも、今後の連携の在り
方について展望を聞いた。
　本特集を通じて、イスラムドナ
ーとのパートナーシップに関する
議論が活発化することを期待した
い。

う思想がある。彼らの援助思想の
根本に流れているのは、こうした
イスラム的な慈善精神だという。
実際、サウジアラビアと国連開発
計画（UNDP）が2016年に共同
で作成したサウジアラビアの対外
援助に関する資料『開発における
パートナーシップと南南協力』に
は、「ザカートやサダカが同国の
援助を提供する上での指針となっ
ている」と記されている。
 しかし、彼らがどのような戦略
の下でどのような援助を行ってい
るのか、その実態についてはこれ
まであまり知られてこなかった。
公開されている情報が少ない上、
そもそも彼らを「ドナーパートナ
ー」として見る向きが大勢ではな
かったからだ。
　だが、近年、そうした構図は少
しずつ変化している。例えば今年
６月、サウジアラビア・ジッダで
開催されたイスラム開発銀行の年
次総会には、同銀行の加盟国のほ
か、ドイツ国際協力公社（GIZ）
や国連の西アジア経済社会委員会
（ESCWA）などが参加していた。
また、インドネシアで開かれた前
回の総会には、世界銀行やアジア
開発銀行（ADB）、フランス開
発庁（AFD）、英国国際開発省
（DfID）、欧州連合（EU） な
ども参加していた。
 今年を含め総会に参加した経験
を持つJICAサウジアラビアフィ
ールド・オフィス（中東湾岸地
域）の森裕之・首席駐在員は、
「イスラムのドナーはこれまでイ
スラム圏同士の協調融資が多かっ

た」と振り返っ
た上で、「近年
の年次総会を見
てみると、彼ら
も欧米や日本と
一緒に援助を進
めていこうとし
ているように感
じる。他のドナ
ーたちも、イス
ラム系援助機関
やイスラム金融
との連携を更に
強めようとして
いるように感じ
た」と語る。

国や地域の特
性見極めを

　とはいえ、イ
スラム諸国と日
本では、文化や
歴史、価値観のほか、援助におけ
るやり方や考え方が異なる部分も
あり、パートナーシップを構築し
ていく上では課題も多いだろう。
また、イスラム圏の中でも、宗派
や地域が違えば、歴史や価値観も
異なる。イスラム圏だからといっ
て、一つの方法で上手くいくわけ
ではない。それぞれの国や地域の
特性を見極めつつ、戦略的に連携
の方法や分野などを考えていくべ
きだろう。
 そうした中、本特集ではマレー
シア、サウジアラビア、トルコの
３カ国に焦点を当て、今後の日本
との連携の可能性を探る。
　このうち、マレーシアはイスラ

礼拝見学に100人以上

　東京・代々木上原にあるオスマ
ントルコ様式のモスク「東京ジャ
ーミィ・トルコ文化センター」は、
毎日５回の礼拝の時間に開館して
おり、礼拝を見学することができ
る。2016年11月中旬、モスクを
訪れると、中年の男性やカップル、
20～30代の女性グループに加え、
世界史の授業の一環として礼拝を
見学しにきた都内の高校生ら100
人以上が集まっていた。女性たち
は皆、規則に従って持参したスト
ールやスカーフを頭に巻いている。
 見学者は礼拝所の後ろに座り、
信者たちがお祈りする様子を眺め
る。「お祈りをする時は必ず横並
びになります。神の前での平等を
説くためです」といったガイドの
説明にも、熱心に耳を傾けていた。
　日本人のガイドがつくようにな
ったためもあろうが、これだけ多
くの人がイスラムに関心を持って
いるのは驚きだった。彼らの中に
は、イスラム国（IS）などの過激
派によるテロ事件の増加を機に関
心を持った人も多いだろう。実際、
15年にシリアで日本人が殺害さ
れる事件が起きて以降、東京ジャ
ーミィを訪れる日本人が増えたと
いう。
　現在も、中東ではシリアやリビ
アなどで紛争が続いており、過激
思想はイスラム教徒が多い東南ア

ジアにも広がっている。加えて、
サウジアラビアがイランやカター
ルとの間で関係を悪化させている
ように、政治的な緊張も高まって
いる。こうした中、イスラム社会
に対しては未だ情勢不安定なイメ
ージが根強い。
　だが、最近では、ハラルやイス
ラム金融など、文化やビジネスを
通じて関心を持つ人も増えている。
日本のメディアも、イスラムファ
ッションやハラルフードなどに興
味を持つ女性の増加を取り上げた
りしている。
　イスラム圏から日本への観光客
や移住する人も増加している。そ
うした需要に対応すべく、東京駅
にはイスラム教徒向けの祈祷室が
設置されるなど、イスラム教徒に
配慮した環境も整備されつつある。

変わるドナー間の構図

　政府開発援助（ODA）でも、
日本は多岐にわたる分野でイスラ
ム諸国を支援し、関係を構築して
いる。
 だが、湾岸を中心とする中東諸
国は、経済成長に伴い、1990～
2000年代はじめにかけて相次い
でODAを卒業していった。こう
した流れの中、かつてに比べれば
援助を通じたつながりは薄くなっ
たとはいえ、日本はサウジアラビ
アやオマーンなどに対し、ODA
卒業後も水資源管理や省エネルギ

ー政策立案などの分野で、先方政
府がコストの一部を負担する形で
技術協力を続けてきた。
 この「コストシェア技術協力」
を通じて湾岸のODA卒業国と新
たなパートナーシップを構築すべ
く、安倍晋三首相も2013年に中
東を訪問した際、コストシェア技
術協力の拡大を打ち出した。これ
を受け、国際協力機構（JICA）
もその一環で14年にアブダビの
廃棄物管理センターおよびクウェ
ートの行政委員会、それぞれの間
で業務協力協定を締結。16年に
はバーレーンでもコストシェア技
術協力として専門家を派遣し、現
地で日本の「カイゼン」を普及す
るためにセミナーを開催した。
　こうした連携の形に加え、中東
を含めたイスラム圏のODA卒業
国およびODA卒業を間近に控え
た国とは、今後、「ドナーパート
ナー」としての新たな関係構築を
模索する必要もあるかもしれない。
　というのも、湾岸諸国を含むイ
スラム諸国は、近年、対外援助を
積極的に展開しているからだ（４
ページZoom Up！参照）。イス
ラム開発銀行のようにイスラム諸
国を中心に構成された多国間開発
機関もあり、イスラム金融を一部
活用しながら援助を実施している。
　イスラムの教えには、貧しい人
に施しを与える「ザカート」（義
務）や「サダカ」（自発的）とい
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東京ジャーミィの礼拝所を訪れる見学者たち

戦略的な援助協調を
模索始まる新たな関係


